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した推計手法による調査研究を実施し、その結果を Emerging Infectious Diseases の 2011 年 1 月号に
発表した。31 の病原体とこれら病原体以外の特定不能な原因物質による食中毒について推計し、米国に


































した。推計にあたり、1999 年に米国 CDC から発表さ
れた推計モデル 3）を再構築して用いた。
上記の推計値をまとめると、米国における年間の食















　1）　 Scallan E et al., Emerging Infectious Diseases 17, 7-15 （2011）.
　2） Scallan E et al., Emerging Infectious Diseases 17, 16-22 （2011）.
　3） Mead PS et al., Emerging Infectious Diseases 5, 607-625 （1999）.
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search、②Optimization 、③Edge-oriented  の 3 つを核に、これらを包含するベンチマークセットを開
発し、最初の順位リストを公表した。その後、5 つのグラフ関連のビジネス領域への対応が進められている。




































（single source shortest path）、③Edge-oriented（maxi-
mal independent set）の 3 つと設定、これらを包含す
るベンチマークセットを開発することにした。その結果、




今回の Graph500リストは、まだ 9 つのスー パ コーン
ピュータシステムの性能結果が掲載されているにすぎ
ない。しかし、今後は、TOP500 を補完するものと位






　参　考　1）　 http://www.graph500.org/index.html	 3）　 http://icl.cs.utk.edu/hpcc/
　　　　　2）　 http://www.top500.org	 4）　 http://www.green500.org/
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図表　スーパーコンピュータの性能リストとGraph500
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トピックス3　米国特許発行数の急増
IFI CLAIMS® Patent Services は、米国特許商標局（USPTO）が 2010 年に発行した特許数が初めて
20 万件を超えて 219,614 件となり、前年比で 31％増加し過去最高となったことを報告した。国別では、
米国が 50.3％と過半数を回復し、日本が 21.3％と続いた。分野別では情報通信分野が多い。また、企業
別の特許取得件数の TOP50 では、IBM 社が 18 年連続での首位、サムソン電子社が 2 位となり、日本企
業は 18 社がランクインし、ほとんどの企業で特許取得数が増加した。特許発行数の急増の原因としては、
米国特許商標局の特許審査の効率化や、不況下においても出願数が減少していないことを挙げている。
（ 米 ）Fairview Research 社 の 特 許 情 報 部 門 IFI 
CLAIMS® Patent Services は、 米 国 特 許 商 標 局
（USPTO）が 2010 年に発行した特許数は 219,614 件と
なり、前年比で 31% 増加して過去最高となったことを
2011 年 1 月10 日に報告した 1）。同時に、企業別の特






許発行数は、ここ数年 16 ～17 万件で推移していたが、
2010 年に初めて 20 万件を超えてその数が大きく増加し











位、2 位であり（図表 2）、上位 50 社中に日本企業は
18 社がランクインした。また、ほとんどの会社で前年度
より特許取得件数が増え、特に、Apple 社が 94% 増、
Qualcomm 社が 84% 増と大きく増加した。





　1） IMI CLAIMS Patent services プレス・リリース：http://ificlaims.com/news/top-patents.html
　2） 米国特許商標局（USPTO）ホームページ：http://www.uspto.gov/patents/process/index.jsp
　3）  WIPO(World Intellectual Property Organization）：http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/patents/ 
　4） 特許庁ホームページ：http://www.jpo.go.jp/torikumi/hiroba/pdf/2009tourokukensuu/kensuu_2009.pdf
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図表 1　特許発行（登録）件数の年次推移。
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1,653Intel Corp.㪏㪐 LG Electronics Inc. 1,490 1,490㪈㪇 Hewlett-Packard Development Co. LP 1,480㪈㪊 Hon Hai Precision Industry Co. Ltd. 1,438㪈㪌 General Electric Co. 1,225㪈㪎 Cisco Technology Inc. 1,115㪉㪇 Hynix Semiconductor Inc. 973㪈㪈 䋨ᩣ䋩ᣣ┙⵾૞ᚲ 1.460㪈㪉 䉶䉟䉮䊷䉣䊒䉸䊮䋨ᩣ䋩 1,443㪈㪋 ን჻ㅢ䋨ᩣ䋩 1,296㪈㪍 䋨ᩣ䋩䊥䉮䊷 1,200㪈㪏 ᧄ↰ᛛ⎇Ꮏᬺ䋨ᩣ䋩 1,050㪈㪐 ን჻䊐䉟䊦䊛䋨ᩣ䋩 1,041
Science & Technology Trends   February  2011
トピックス4　遺伝情報の個人差を検出する超小型センサチップ
ヒトの遺伝情報をもつ DNA の塩基配列の個人差を表す、SNP（一塩基多型）の検出によって、個々人
に適したオーダーメード医療を実現することができると期待されている。2010 年 12 月、ベルギー IMEC
とパナソニック（株）を中心とする研究グループは、米国で開催の電子デバイス国際会議（IEDM2010）にお
いて、SNP を検出する超小型センサチップを発表した。研究グループは、ウェハ 上ーに SNP 検出のため
の機能部品を集積したシステムを提案し、微細加工技術を適用した検体導入用のマイクロポンプ、DNA
を高精度で分離できるフィルターおよび検出用微細電極を作製した。このシステムが実現すると、極少量














































参　考　1）　 M. Op de Beeck, et., al, “Design and fabrication of a biomedical Lab-on-Chip system for SNP detection in 
DNA”, IEDM2010, p.824-p. 827,（2010）
　　　　2）　 H. Yaku, et., al, “Design of allele-specific primers and detection of the human ABO genotyping to avoid 
the pseudopositive problem”, Electrophoresis, 29, 4130（2008）
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図表　今回発表された超小型 SNPセンサチップの構成ᬌ૕ ⴊ⃿ಽ⸃
DNA᛽಴ DNAჇ᏷ಣℂ DNAಽ㔌♖⵾ SNPᬌ಴䊘䊮䊒䊘䊮䊒 SNP್ቯ䉡䉢䊊䊷਄䈮ᯏ⢻ㇱຠ䉕㓸Ⓧ䋨Lab-on-chip䋩AT C GCAT T GCA䈘䉖䈱DNAB䈘䉖䈱DNASNP 䊥䊮㉄ൻว‛↢ᚑ䈚䈭䈇 ㉄ൻㆶర㔚ᵹᵹ䉏䉎ᵹ䉏䈭䈇(a) SNPᬌ಴䈱ၮᧄේℂ2)䊙䉟䉪䊨䊘䊮䊒 ಽ㔌䊐䉞䊦䉺䊷 ᬌ಴↪ᓸ⚦㔚ᭂ
(b) SNP䉶䊮䉰䉼䉾䊒䈱᭴ᚑ1)
DNA䈱ಣℂSNPSNP ↢ᚑ䈜䉎න⚿᥏Si䊏䊤䊷Ⴎၮ SNP䈱ᬌ಴㊄ዻ㔚ᭂዉ㔚ᕈ䊘䊥䊙䊷㔚⸃⾰ 㔚ᭂ㔚ᭂ 䊘䊥䉦䊷䊗䊈䊷䊃ኈེ䉧䊤䉴ၮ᧼ 䊘䊥䉟䊚䊄 10㱘m䉡䉢䊊䊷਄ SiN / Siၮ᧼Au / Ti⭯⤑㔚ᭂ䉼䊞䊮䊋䊷ო(PDMS)
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した NPO として National Center for 
Academic Transformation（NCAT）1）





ク ト を 行 っ て い る。 図 表 2 に、




生 1 名当たりの費用が 439USD か
ら 351USD に 下 が り、 全 受 講 生
4,640 名では合計 408,320USD の費
用削減効果があった。バージニア
工科大学の数学コースの場合には、
学生 1 名当たりの費用を 91USD か
ら 21USD まで下げ、77% の費用
削減が可能となった。テネシー大
学のスペイン語コースでも、学生

























































$500 䉮䊷䉴ᒰ䈢䉍䈱⾌↪೥ᷫലᨐቇ↢ 1ฬᒰ䈢䉍䈱⾌↪ ᢎ⢒䉮䊷䉴 /⚵❱ฬ
ᓥ᧪䈱䉮䊷䉴ᣂ䈢䈭ᣇᑼ䈱䉮䊷䉴⾌↪೥ᷫലᨐ図表 2　ICT利用を中心にした新たなコースによる費用削減効果の例
㪚㪚䈲 㪚㫆㫄㫄㫌㫅㫀㫋㫐㩷㪚㫆㫃㫃㪼㪾㪼 䉕␜䈜䇯㩷
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87.25% に上昇した。

































































































Sakai8）な ど が 知 ら れ て い る。
Moodle の場合、登録されている利
用者数が増え続け、2010 年末には






























uted Learning Initiative 注 1）によっ
て SCORM という規格が標準化さ
注1：米国国防総省の長官官房 人事・即応担当次官（the Under Secretary of Defense for Personnel and Readiness：
OUSD P&R）所管のイニシアティブで、クリントン政権下の 1998年に開始された 10）。
ICT利用で世界的にオープン化が進む高等教育─先進的なeラーニングとオープンエデュケーショナルリソース─
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ダーや Google Docs を含むクラウ
ド 型 ア プ リ ケ ー シ ョ ン で あ る







図表 4　オープンソースの学習管理システム Sakai の例㩿㪸㪀㩷㪪㪸㫂㪸㫀 䈱䉴䉪䊥䊷䊮䉲䊢䉾䊃㩷 㩿㪹㪀㩷㪪㪸㫂㪸㫀 䈱ឭଏ䈜䉎ᯏ⢻㩷䉮䊤䊗䊧䊷䉲䊢䊮䉿䊷䊦䊶ㅢ⍮䊶ㅪ⛊䊶䉰䉟䊃㑐ㅪᖱႎ䊶ෳട⠪䊥䉴䊃䊶㔚ሶ䊜䊷䊦䉝䊷䉦䉟䊑䊶Wiki䊶䊑䊨䉫䊶䉦䊧䊮䉻䊷䊶䉼䊞䉾䊃䊶䊂䉞䉴䉦䉾䉲䊢䊮䊐䉤䊷䊤䊛䊶↪⺆㓸䊶ᄖㇱ䉡䉢䊑䊕䊷䉳䊶䊆䊠䊷䉴 䊁䉞䊷䉼䊮䉫/䊤䊷䊆䊮䉫䉿䊷䊦䊶䉲䊤䊋䉴䊶ᤨ㑆ഀ䊶⺖㗴䊶䊁䉴䊃䊶ᚑ❣⹏ଔ䊶䊐䉜䉟䊦౒᦭䊘䊷䊃䊐䉤䊥䉥䉿䊷䊦䊶ㅴ᝞▤ℂ䊶䊐䉞䊷䊄䊋䉾䉪䊶䊧䊘䊷䊃▤ℂ䊶䊁䊮䊒䊧䊷䊃 出典：参考文献7）
図表 3　オープンソースのMoodle における登録利用者数の推移
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国 107 組織が OCW の活動を行っ
ている 17）。日本国内でも日本オー
プンコースウェアコンソーシアム









て も、 同 様 の ポ ー タ ル サ イ ト
Universia19）が存在する。中国では、
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することは容易ではない。アップ










































































































































































䉥䊷䊒䊮䊶䊐䊥䊷䉮䊷䉴㩷 䉝䉦䊂䊚䉾䉪䉮䊷䉴㩷䉥䊮䊤䉟䊮䉮䊷䉴ᢎ᧚㩷 䂾㩷 䂾㩷઒ᗐታ㛎ቶ䊶䉮䊮䊏䊠䊷䉺䊔䊷䉴䉼䊠䊷䉺䊶㩷⥄Ꮖ⹏ଔᯏ⢻䈭䈬㩷 䂾䂾ቇ↢䈻䈱䊐䉞䊷䊄䊋䉾䉪㩷 䂾㩷 䂾㩷䂾㬍䊮䊢䉲䊷䉬䊆䊠䊚䉮䈱䈫ຬᢎ⹜㛎㩷 㬍㩷 䂾㩷䂾㬍䉪䉾䊋䊄䊷䉞䊐䈱䈻ຬᢎන૏⹺ቯ䊶䉮䊷䉴ୃੌ䈱⸽᣿㩷 㬍㩷 䂾㩷図表 8　カーネギーメロン大学オープンラーニングイニシアティブ（CMU OLI）で提供されている機能
ICT利用で世界的にオープン化が進む高等教育─先進的なeラーニングとオープンエデュケーショナルリソース─





































図表 9　iLab Network プロジェクトで米国ノースウエスタン大学が提供する環境
科学のオンライン実験 ⺃ዉ⚿ว䊒䊤䉵䊙⊒శಽశⵝ⟎ታ㛎⹜ᢱታ㛎䊂䊷䉺


























































































































































コンテンツ作成費用は 1.0 ～ 1.5 万
USD と評価され 15）、2000 コース











































UNESCO 国際教育計画研究所 30） 
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㧭ᄢቇ 㧮ᄢቇ 㧯ᄢቇ 㧰ᄢቇ ࿖┙ᄢቇᐔဋ    単位：百万円図表 1　国立大学の電子ジャーナル購入経費
研究基盤としての電子ジャーナル―電子ジャーナルへのアクセスの維持を目指して―


















（ある大規模な国立大学でのエルゼビアの事例）㪉㪌㪉㪇㪈㪌㪈㪇㪌㪇 㪇 㪈 㪈㪇 㪈㪇㪇 㪈㪇㪇㪇 㪈㪇㪇㪇㪇 㪈㪇㪇㪇㪇㪇䉝䉪䉶䉴ᢙ䉟䊮䊌
䉪䊃䊐䉜䉪䉺䊷
䉝䉪䉶䉴ᢙ䋰䈱䉅䈱䈲䋰䋮䋱䈫䈚䈩นⷞൻ
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出典：Library Journal Periodical Price Survey. 1996-2010
図表 5　海外論文誌の平均価格の推移
研究基盤としての電子ジャーナル―電子ジャーナルへのアクセスの維持を目指して―
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注1：第 2期科学技術基本計画（平成 13年 3月、閣議決定）を踏まえ、研究費に対して 30％の間接経費が配分され
るようになっている。




















JANUL（Japan Association of 
National University Libraries）、
PULC（Private and Public Universi-
ty Libraries Consortium）というコ
ンソーシアムを組織している。

















































㪇㪅㪇㩼 㪈㪇㪅㪇㩼 㪉㪇㪅㪇㩼 㪊㪇㪅㪇㩼 㪋㪇㪅㪇㩼 㪌㪇㪅㪇㩼 㪍㪇㪅㪇㩼 㪎㪇㪅㪇㩼 㪏㪇㪅㪇㩼 㪐㪇㪅㪇㩼 㪈㪇㪇㪅㪇㩼․䈮䈭䈚䈠䈱ઁ
࿑ᦠ㙚⚻⾌䈱ቇౝ౒ㅢ⚻⾌ൻ䈱ផㅴᄖㇱ⾗㊄䈱₪ᓧ࿑ᦠ㙚ᣉ⸳⸳஻䈮ଥ䉎⚻⾌䈱⏕଻
࿑ᦠ⾼౉䈮ଥ䉎⚻⾌䈱⏕଻ᄖ࿖㔀⹹䊶㔚ሶ䉳䊞䊷䊅䊦⾼౉䈮ଥ䉎⚻⾌䈱⏕଻










̪㧔 㧕ౝߪᄢቇᢙ਄Ბߪ 21ᐕᐲޔਅᲑߪ 20ᐕᐲ
研究基盤としての電子ジャーナル―電子ジャーナルへのアクセスの維持を目指して―
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図表 9　わが国の共同交渉組織（コンソーシアム） ᐕᐕ┙⸳ㆇ༡࡮੤ᷤ⚵❱ ቇⴚᖱႎᵹㅢᡷ㕟ᬌ⸛․೎ᆔຬળ㧔㙚㐳 ޔㇱ⺖㐳 ޔઁ㧕 ᐙ੐ᄢቇ㧔㧕෸߮ో૕ળว 㧕ઁߩߘޔ┙⑳ޔ┙౏㧔ᢙ㑐ᯏടෳ ,#07.㧔࿖┙ᄢቇ㧕 27.%㧔౏⑳┙ᄢቇ㧕
出典：NII 資料より抜粋
図表 10　海外の類似機関（コンソーシアム）ෳ ട ᯏ 㑐ᢙ㧔⚂㧕 ᭎ⷐ.[TCUKU㧔☨࿖㧕   ᐕߦ⸳┙ޕ㔚ሶࠫࡖ࡯࠽࡞ߩᄾ⚂੤ᷤߩઁޔ✚ว⋡㍳᭴▽ޔ+..ޔ⎇ⓥ੐ᬺ╬ࠍታᣉޕ,QKPV+PHQTOCVKQP5[UVGOU%QOOKVVGG㧔,+5%㧕㧔⧷࿖㧕   ᐕߦ⸳┙ޕ࠺ࠫ࠲࡞⾗ᢱߩ᭴▽࡮ᢛ஻ࠍታᣉޕ%QWRGTKP㧔੽࿖㧕   ᐕߦ⸳┙ޕ㔚ሶࠫࡖ࡯࠽࡞ߩ࡜ࠗ࠮ࡦࠪࡦࠣᄾ⚂ߩઁޔ࠺ࠫ࠲࡞⾗ᢱߩ࿖ኅࡊࡠࠫࠚࠢ࠻߳ߩදജࠍታᣉޕ
注2：著者の支払いなどにより論文誌そのものを読めるかたちにするゴールデンロードと呼ばれるかたちと、レポ
ジトリに登録することにより読めるかたちにするグリーンロードと呼ばれるかたちがある。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術




















































います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは

